
令和８年６月５日～６月２０日

徳山商工会議所の全会員（２０６３事業所）

４４８事業所　（回答率２１．７％）

回答事業所の属性

合計
建設業・
製造業

卸売業・
小売業

その他
小規模
事業者

中小企業 大企業

346 142 75 129 197 124 25

101 27 10 64 71 25 5

1 0 0 1 1 0 0

448 169 85 194 269 149 30

「中東情勢の緊迫化による中小企業へのエネルギー等の影響調査」調査結果

✓本調査における中小企業の定義
　１）建設業／製造業／運輸業／その他：従業員21人～300人
　２）小売業：従業員6人～50人
　３）卸売業／飲食店／サービス業：従業員6人～100人
　４）娯楽業・宿泊業：従業員21人～100人
※本調査では、資本金による判別は行っておりません。
※上記「本調査における中小企業の定義」未満の従業員数の事業所を（小規模
　事業者）と定義します。

問1-1【全員】中東情勢の緊迫化により、価格高騰によるコスト増加の影響が生じていますか。

影響が有る

特に影響はない

合計

未記入・その他

調査期間：

調査対象：

回答：

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

建設業・製造業

卸売業・小売業

その他

77.4%

84.0%

88.2%

66.8%

22.6%

16.0%

11.8%

33.2%

問1-1 価格高騰の影響（業種別）

影響が有る 特に影響はない

127, 28%

42, 10%

37, 8%

48, 11%

19, 4%
27, 6%

3, 1%

81, 18%

64, 14%
業種

建設業 製造業
卸売業 小売業
運輸業 飲食店
娯楽業・宿泊業 サービス業

199, 45%

117, 26%

60, 13%

24, 5%

27, 6%
21, 5%

従業員数

０人～５人 ６人～２０人

２１人～５０人 ５１人～１０１人

１０１人～３００人 ３０１人以上

269, 60%

149, 33%

30, 7%

規模別

小規模事業者

中小企業（小規模を除く）

その他（大企業）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

小規模事業者

中小企業

大企業

77.4%

73.5%

83.2%

83.3%

22.6%

26.5%

16.8%

16.7%

問1-1 価格高騰の影響（規模別）

影響が有る 特に影響はない
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合計
建設業・
製造業

卸売業・
小売業

その他
小規模
事業者

中小企業 大企業

208 78 43 87 107 83 18

248 110 68 70 139 90 19

216 102 41 73 122 83 11

97 43 24 30 51 37 9

10 2 2 6 5 3 2

779 335 178 266 424 296 59

 

燃料・エネルギー価格
の高騰

原材料・販売用商品等の
仕入価格の高騰

消費財・業務用資材等の
仕入価格の高騰

問1-2【問1-1で①（影響が有る）と回答された方のみ】
　　　影響の内容について該当するものをお選びください。【複数選択可】

物流費(運賃・ｻｰﾁｬｰｼﾞ等)
の高騰

合計

その他

0 50 100 150 200 250

燃料・エネルギー価格の

高騰

原材料・販売用商品等の

仕入価格の高騰

消費財・業務用資材等の

仕入価格の高騰

物流費(運賃・ｻｰﾁｬｰｼﾞ等)の

高騰

その他

78

110

102

43

2

43

68

41

24

2

87

70

73

30

6

208

248

216

97

10

問1-2 価格高騰の内容（業種別）

建設業・製造業 卸売業・小売業 その他

0 50 100 150 200 250

燃料・エネルギー価格の

高騰

原材料・販売用商品等の

仕入価格の高騰

消費財・業務用資材等の

仕入価格の高騰

物流費(運賃・ｻｰﾁｬｰｼﾞ等)の

高騰

その他

107

139

122

51

5

83

90

83

37

3

18

19

11

9

2

208

248

216

97

10

問1-2 価格高騰の内容（規模別）

小規模事業者 中小企業 大企業
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問1-3【問1-1で①（影響が有る）と回答された方のみ】

中東情勢の緊迫化によるｺｽﾄ増加分の価格転嫁の状況について、該当するものを１つお選びください。

合計
建設業・
製造業

卸売業・
小売業

その他
小規模
事業者

中小企業 大企業

29 10 16 3 18 11 0

143 76 35 32 78 49 16

93 36 13 44 52 38 3

60 14 8 38 36 20 4

17 4 3 10 11 4 2

3 1 0 2 1 2 0

345 141 75 129 196 124 25

1

2

3

4

5

6

7

8

オイル・潤滑油関係

インフラ・物流・
その他経費

保護具・医療・
衛生用品

食品・飲料関係

建築・土木資材・
住宅設備

ガソリン、軽油、重油（A重油）、灯油、LPガス、
ブタンガス、電気代、ガス代

プラスチック容器、各種ビニール袋・ポリ袋・ゴミ袋、
養生テープ、梱包材、フィルム、ラップ

わからない

ほぼすべて価格転嫁
できている

一部、価格転嫁できている

ほとんど価格転嫁
できていない

価格転嫁していない

未記入他

包装・梱包・養生・
プラ製品

合板、断熱材、塩ビパイプ、配管材料、住宅設備機器、
電線・ケーブル、接着剤/ボンド/コーキング

塗料、シンナー、うすめ液、各種溶剤、トルエン、ナフサ、
印刷インク・インキ

エンジンオイル、潤滑油、作動油、ブレーキオイル、グリス

塗料・溶剤・
インク関係

合計

燃料・ｴﾈﾙｷﾞｰ関係

問1-4　価格高騰している商品の内、特に業績に大きな影響を与えている商品（主な回答例）

配送料・運賃、用紙・封筒、事務用品・備品、衣類(ｳｴｱｰ)、
タイヤ、機器、給与・外注費

ゴム手袋・ニトリル手袋、マスク、防護服、フェイスガード、
医療資材・注射器、おむつ

食材・肉、お酒・ワイン、コーヒー（バッグ・袋）、
ティーパック、食油、添加物

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

建設業・製造業

卸売業・小売業

その他

8.5%

7.1%

21.3%

2.4%

41.8%

54.3%

46.7%

25.2%

27.2%

25.7%

17.3%

34.6%

17.5%

10.0%

10.7%

29.9%

5.0%

2.9%

4.0%

7.9%

問1-3 価格転嫁の状況（業種別）

ほぼすべて価格転嫁できている 一部、価格転嫁できている ほとんど価格転嫁できていない

価格転嫁していない わからない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

小規模事業者

中小企業

大企業

8.5%

9.2%

9.0%

41.8%

40.0%

40.2%

64.0%

27.2%

26.7%

31.1%

12.0%

17.5%

18.5%

16.4%

16.0%

5.0%

5.6%

3.3%

8.0%

問1-3 価格転嫁の状況（規模別）

ほぼすべて価格転嫁できている 一部、価格転嫁できている ほとんど価格転嫁できていない

価格転嫁していない わからない
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合計
建設業・
製造業

卸売業・
小売業

その他
小規模
事業者

中小企業 大企業

69 18 9 42 36 28 5

160 63 36 61 96 52 12

102 49 30 23 57 39 6

12 9 0 3 6 5 1

0 0 0 0 0 0 0

3 3 0 0 2 0 1

346 142 75 129 197 124 25

未記入他

50%以上～100％未満の上昇

合計

１００％以上の上昇

問1-5【問1-1で①（影響が有る）と回答された方のみ】
上記商品（問1-4へ記入した商品）の価格の状況について、該当するものを１つお選びください。

１０%未満の上昇

10%以上～20%未満の上昇

20%以上～50%未満の上昇

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

建設業・製造業

卸売業・小売業

その他

20.1%

12.9%

12.0%

32.6%

46.6%

45.3%

48.0%

47.3%

29.7%

35.3%

40.0%

17.8%

3.5%

6.5%

2.3%

問1-5 価格高騰の状況（業種別）

１０%未満の上昇 １０%以上～２０%未満の上昇 ２０%以上～５０%未満の上昇

５０%以上～１００％未満の上昇 １００％以上の上昇

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

小規模事業者

中小企業

大企業

20.1%

18.5%

22.6%

20.8%

46.6%

49.2%

41.9%

50.0%

29.7%

29.2%

31.5%

25.0%

3.5%

3.1%

4.0%

4.2%

問1-5 価格高騰の状況（規模別）

１０%未満の上昇 １０%以上～２０%未満の上昇 ２０%以上～５０%未満の上昇

５０%以上～１００％未満の上昇 １００％以上の上昇
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合計
建設業・
製造業

卸売業・
小売業

その他
小規模
事業者

中小企業 大企業

245 110 65 70 134 92 19

201 58 20 123 133 57 11

2 1 0 1 2 0 0

448 169 85 194 269 149 30

合計
建設業・
製造業

卸売業・
小売業

その他
小規模
事業者

中小企業 大企業

35 16 5 14 21 11 3

170 84 51 35 94 63 13

150 71 30 49 80 61 9

355 171 86 98 195 135 25

問2-1【全員】　中東情勢の緊迫化により、物流の停滞・目詰まり（納期の遅れ、受注制限、仕入れ数量
　　　　　　　 の割り当て等）による影響が生じていますか。

影響が有る

特に影響はない

未記入・その他

合計

問2-2【問2-1で①（物流の停滞/目詰まりの影響が有る）と回答された方）のみ】
      影響の内容について該当するものをお選びください。【複数選択可】

燃料供給の渋滞・目詰まり

原材料・販売用商品の
供給の停滞・目詰まり

消費財・業務用資材等の
供給の停滞・目詰まり

合計

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

建設業・製造業

卸売業・小売業

その他

54.9%
65.5%

76.5%
36.3%

45.1%
34.5%

23.5%
63.7%

問2-1 物流の停滞/目詰まりの影響（業種別）

影響が有る 特に影響はない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

小規模事業者

中小企業

大企業

54.9%
50.2%

61.7%
63.3%

45.1%
49.8%

38.3%
36.7%

問2-1 物流の停滞/目詰まりの影響（規模別）

影響が有る 特に影響はない

0 20 40 60 80 100 120 140 160

燃料供給の渋滞・目詰まり

原材料・販売用商品の供給の…

消費財・業務用資材等の供給の…

16

84

71

5

51

30

14

35

49

35

170

150

問2-2 物流の停滞/目詰まりの内容（業種別）

建設業・製造業 卸売業・小売業 その他

0 20 40 60 80 100 120 140 160

燃料供給の渋滞・目詰まり

原材料・販売用商品の供給の…

消費財・業務用資材等の…

21

94

80

11

63

61

3

13

9

35

170

150

問2-2 物流の停滞/目詰まりの内容（規模別）

小規模事業者 中小 大企業
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1

2

3

4

5

6
試験試薬、タイヤ、印刷用紙、医療資材、食材、
インポート商品遅延など

塗料・溶剤

プラスチック・
ビニール製品

石油・燃料・潤滑油

建築・建設資材

住宅・設備機器

塗料、シンナー、うすめ液、
洗浄剤（トルエン・キシレン・アセトン等）、
パーツクリーナー、カラーチェック液

プラスチック容器・箱、ポリ袋・ビニール袋、
手袋（ゴム・ビニール）、
テープ類（養生・ガム・ビニール）、フィルム、ラップ

エンジンオイル、潤滑油、機械油、ガソリン、軽油、重油、作動
油、グリス

断熱材（スタイロフォーム等）、塩ビパイプ・配管材、
接着剤・ボンド、
シーリング材・コーキング、床材、養生シート、ボード

ユニットバス、空調関連（エアコン）、照明器具、
水廻り器具、配管部材

問2-3　物流の停滞・目詰まりの影響で不足している商品（主な回答例）

その他・未分類
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合計
建設業・
製造業

卸売業・
小売業

その他
小規模
事業者

中小企業 大企業

217 105 45 67 118 79 20

229 63 40 126 149 70 10

2 1 0 1 2 0 0

448 169 85 194 269 149 30

合計
建設業・
製造業

卸売業・
小売業

その他
小規模
事業者

中小企業 大企業

56 22 9 25 27 25 4

164 86 39 39 87 63 14

129 65 21 43 72 47 10

349 173 69 107 186 135 28

問3-1【全員】
中東情勢の緊迫化により、供給の不透明化（納期回答が得られない／先行きが見通せない）による
事業計画への影響を受けていますか。

影響が有る

特に影響はない

未記入・その他

合計

問3-2【問3-1で①（供給の不透明化の影響が有る）と回答された方のみ】
影響の内容について該当するものをお選びください。【複数選択可】

燃料供給の不透明化

原材料・販売用商品等の供給の不透明化

消費財・業務用資材等の供給の不透明化

合計

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

建設業・製造業

卸売業・小売業

その他

48.7%
62.5%

52.9%
34.7%

51.3%
37.5%

47.1%
65.3%

問3-1 供給の不透明化の影響（業種別）

影響が有る 特に影響はない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

小規模事業者

中小企業

大企業

48.7%
44.2%

53.0%
66.7%

51.3%
55.8%

47.0%
33.3%

問3-1 供給の不透明化の影響（規模別）

影響が有る 特に影響はない

0 20 40 60 80 100 120 140 160

燃料供給の不透明化

原材料・販売用商品等の

供給の不透明化

消費財・業務用資材等の

供給の不透明化

22

86

65

9

39

21

25

39

43

56

164

129

問3-2 供給の不透明化の内容（業種別）

建設業・製造業 卸売業・小売業 その他

0 20 40 60 80 100 120 140 160

燃料供給の不透明化

原材料・販売用商品等の

供給の不透明化

消費財・業務用資材等の

供給の不透明化

27

87

72

25

63

47

4

14

10

56

164

129

問3-2 供給の不透明化の内容（業種別）

小規模事業者 中小 大企業
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1 塗料・溶剤・インキ

2 燃料・オイル・油脂類

塗料、シンナー、溶剤、インキ

エンジンオイル、ガソリン、軽油、潤滑油、重油、ナ
フサ原料、尿素

養生テープ、接着剤・のり、コーキング・シーリング

プラスチック容器・製品、袋類、包装・梱包材

テープ・接着剤・副資材

4 プラスチック・包装資材

3

問4　【全員】　その他、中東情勢の緊迫化により受けた影響

問3-3　特に供給不安の強い商品（主な回答例）

6 管材・設備機器・電気材料

建設資材全般、断熱材、その他建材

配管資材、住宅設備、照明、電気材料

手袋、医療資材、産業用ガス、その他

✓軽油単価の上昇により、月額300万〜350万円の利益減となっている企業も

1. 資材・製品の納期遅延と工期への影響
 　 （特に建設/ﾘﾌｫｰﾑ/設備工事業において、資材が入らないことによる影響が多発しています。）

✓納期回答がメーカーから得られず、工事の見通しや工程が組めない。
✓工事がｽﾄｯﾌﾟ/遅延し、完了がずれ込むことで「請求や入金が遅れる」一方、「職人への支払
　いが先行」して財務を圧迫している。

2. 原材料費・燃料費の高騰
　　（ほぼすべての業種でコストアップが報告されていますが、特に「油類」に関する悲鳴が
　　　多く挙がっています。）

3. 価格転嫁の困難さと収益・財務の圧迫
　　（コストが上がっている一方で、それを最終的な価格に反映できていない実態があります。）

✓相次ぐ値上げや金融情勢への不安から、ユーザー（顧客）へ価格転嫁ができず、
　利益が目減りしている。
✓価格変動の先が読めないため、見積書の作成自体が難しくなっている。

4. 客足の減少・需要の冷え込み【BtoC・サービス業など】
　　（物価高が消費者のマインドを冷え込ませ、直接・間接的な悪影響を及ぼしています。）

5. 特定品目の在庫不足/入手困難
　　（全体的な遅延とは別に、特定の消耗品や資材がﾋﾟﾝﾎﾟｲﾝﾄで手に入りにくくなっている状況が
　　　指摘されています。）

✓自動車関連： ディーゼル用エンジンオイル、潤滑油、アドブルー（尿素水）。
✓日用品・業務消耗品： ゴミ袋（周南市ゴミ袋問題との記述あり）、
　ボードン袋、ビニール袋・手袋、施術用グローブ。
✓供給の不透明さから、通常1回分の在庫を2〜3回分抱えざるを得なくなっているケースも。

7 その他（手袋・医療・ガス等）

5 建築・建設資材・断熱材

✓コロナ禍よりも厳しい状況が続いている。（エステ）
✓ 客の動きが悪く、宴会も少ない。（飲食店）
✓燃油サーチャージの高騰で海外旅行が減少気味（旅行）
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合計 建設業・製造業 卸売業・小売業 その他 小規模事業者 中小企業 大企業

147 53 22 72 84 53 10

150 45 28 77 86 54 10

69 30 13 26 35 27 7

135 69 30 36 72 54 9

157 78 29 50 92 54 11

109 59 23 27 61 42 6

18 8 3 7 5 11 2

20 10 2 8 11 8 1

44 19 6 19 23 17 4

17 3 7 7 6 8 3

69 21 19 29 50 17 2

12 3 2 7 7 4 1

51 18 8 25 31 13 7

998 416 192 390 563 362 73

①ｴﾈﾙｷﾞｰ・燃料の安定供給に関する支援

⑥原材料・業務用資材等の流通の
　停滞・目詰まり解消に対する支援

⑦調達先多角化/代替調達先の確保に関す　
　る支援（情報提供・マッチング等）

⑧代替資材導入に関する支援

⑨価格転嫁に関する支援
　（環境整備・ガイドラインの作成等）

⑩規制緩和（危険物保管・物流等）

⑪融資・資金繰り対策

問5．【全員】
       中東情勢の緊迫化に対し、商工会議所・行政に求める対応・支援策として、優先度が高いものはどれですか。
       該当するものを最大３つお選び下さい。

合計

⑫相談対応の強化（専門家派遣等）

⑬最新情報の提供
　（情勢・供給動向・各種支援策等）

②直接的なエネルギー費用負担軽減策
　（燃料費、電気・ガス料金の補助等）

③燃料・石油化学製品等の
　調達先・在庫・供給状況の可視化

④原材料・業務用資材等の
　安定供給確保に関する支援

⑤原材料・業務用資材等の価格高騰対策

0 20 40 60 80 100 120 140 160

①ｴﾈﾙｷﾞｰ・燃料の安定供給に関する支援

②直接的なエネルギー費用負担軽減策…

③燃料・石油化学製品等の…

④原材料・業務用資材等の…

⑤原材料・業務用資材等の価格高騰対策

⑥原材料・業務用資材等の流通の…

⑦調達先多角化/代替調達先の確保に関す…

⑧代替資材導入に関する支援

⑨価格転嫁に関する支援…

⑩規制緩和（危険物保管・物流等）

⑪融資・資金繰り対策

⑫相談対応の強化（専門家派遣等）

⑬最新情報の提供…
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問5 商工会議所に求める支援策（業種別)

建設業・製造業 卸売業・小売業 その他

0 20 40 60 80 100 120 140 160

①ｴﾈﾙｷﾞｰ・燃料の安定供給に関する支援

②直接的なエネルギー費用負担軽減策…

③燃料・石油化学製品等の…

④原材料・業務用資材等の…

⑤原材料・業務用資材等の価格高騰対策

⑥原材料・業務用資材等の流通の…

⑦調達先多角化/代替調達先の確保に関す…

⑧代替資材導入に関する支援

⑨価格転嫁に関する支援…

⑩規制緩和（危険物保管・物流等）

⑪融資・資金繰り対策

⑫相談対応の強化（専門家派遣等）

⑬最新情報の提供…
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問5 商工会議所に求める支援策（規模別)

小規模事業者 中小 大企業
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問6　【全員】　その他、中東情勢の緊迫化に関連して、感じている懸念・不安等（主な回答例）

２）事業継続と資金繰りの危機： 売上減少とコスト増加が長期化すれば、資金力が続かず事業
　　継続が厳しくなると懸念されています。
　　「従業員数を維持すべきか判断が難しい」「下請け業者まで影響が出る」など、雇用や
　　組織維持への不安も生じています。

１）情報の混乱・対策への要望： メディアへの不信感から「正しい情報が手に入らない」とい
　　う不満があり、今後の予測情報や具体的な対策についての情報発信が求められています。

２）政府への外交・財政支援要望： タンカーの通行確保に向けた外交交渉や給付金を求める声
　　がある一方で、その場しのぎの支援金や無謀な減税によるインフレの亢進・通貨崩壊を
　　懸念する声もあり、意見が分かれています。

　　2. 供給不足・入荷遅延による「業務の停滞」

　　3. 顧客の「買い控え」と「投資・需要の減退」

　　4. 先行き不透明感と「事業継続・雇用への不安」

　　5. 情報提供や政府への支援要望、その他の意見

　　1. 資材・燃料の「価格高騰」と「価格転嫁の難しさ」
１）エネルギーコストの負担増： 軽油、ガソリン、重油、エンジンオイルなどの燃料・油脂類
　　の価格が高騰し、経営を大きく圧迫しています。

２）あらゆる資材・原材料の値上げ： 建築資材、塗料、内装材（接着剤など）、包装資材、
　　食材、直輸入ワインなど、多岐にわたる品目で値上げやその予告が相次いでいます。

３）価格転嫁の限界： 他社との競争や顧客（民間工事や個人）への配慮から「販売価格に転嫁
　　しづらい」「便乗値上げと誤解されないか不安」という声が多く、利益が削られる悪循環
　　に陥っています。
　　また、変動が激しく確かな見積もりが作れないという問題も起きています。

１）材料が無く工事・生産ができない： 建築資材、塗料、クロスのり（接着剤）、交換部品な
　　どの入荷遅延や欠品により、受注があっても現場作業が止まる」「完工が遅れる」「商品
　　の製造・製品化ができない」といった直接的な支障が出ています。

２）流通の目詰まり： 買い占めなどによる油脂類（ディーゼル用エンジンオイルなど）の流通
　　停滞や、医療資材・医薬品・介護用品の供給途絶を懸念する声も上がっています。

１）個人消費の落ち込み： 生活防衛意識の高まりや社会不安から、外食、美容、エステ、習い
　　事などの店舗への客足が減少し、買い控えが発生しています。

２）投資・建築の延期や断念： 費用高騰に伴い、顧客の住宅購入や不動産投資の意欲が低下し
　　ています。また、企業の設備投資の縮小・延期や、建築物件の計画自体を断念するケース
　　が見込まれています。

１）将来の見通しが立たない： 「この緊迫した状況がいつまで続くのか」が分からず、
　　今後の受注計画や長期的な経営計画が立てられないという強い不安があります。
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